
市民一人ひとりが地域社会における課題に対して自主的・主体的に取り組めるよう、自治会等の活動を支援する。

引き続き、自治会活性化への支援を行うとともに、地域のニーズに合った支援策を地域と共に検討し、さらなる
支援策の充実を図る。

今後の
方向性

コミュニティ活動を推進するコミュニティ
自律協働都市

施
策
の
大
綱

市民生活部自治協働課

事業： 自治推進事業 0380
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整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

01第5章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

人口減少や高齢化などに伴い、加入世帯数が減少している自治会もあ
り、さらなる支援策が必要となっている。B

コミュニティ活動の活性化のため、市民への啓発や自治会の交流促進事
業、自治会への加入促進事業を行っているが、加入世帯は全市的に減少
している状況である。

A
A

B

目

標

自治会活動の必要性などについて啓発し、組織の活性化を図る。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

3,868

1,542

0.30

0.00

1,542

0

0

0

一人あたり

世帯あたり 82

35

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

1,657

1,657

0

0

0

4,192

0.33

0.00

89

38

-115

-115

0

0

0

-324

-0.03

0.00

-7

-3

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

B

A
A

B

人件費

公債費

内
訳

2,326

0

事業費（決算額） 1,542

2,535

0

1,657

-209

0

-115 (千円)

 (千円)

 (千円)
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